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�愛媛県告示第１９５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
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○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………… ９８

○ 道路の供用開始（県道小田河辺大洲線）……………………………… ９９
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○ 都市計画事業の事業計画の変更認可……………………………………１００

○ 公営住宅法施行令第２条第１項第４号に規定する数値の決定………１００
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○ ネットワークシステム運用管理業務の委託……………………………１００

○ ネットワークシステム運用管理・保守業務の委託……………………１０１

○ 愛媛県漁業取締船用燃料の購入…………………………………………１０２

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………１０３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由・平衡・音声・言語
機能障害 脳神経外科 大 洲 中 央 病 院 宮 � 始 大洲市東大洲５ 平成

２０年２月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 鴨 川 淳 二 東温市志津川 〃

肢体不自由・小腸機能障害 内 科 公立学校共済組合四
国中央病院 洲 脇 謹一郎 四国中央市川之江町２２３３ 〃

音声・言語・小腸機能障害 〃 〃 柴 昌 子 〃 〃

呼吸器 ・ じ ん 臓 機 能 障 害 〃 〃 長 谷 加容子 〃 〃

肢体不自由・ぼうこう又は直腸
機能障害 〃 〃 友 兼 毅 〃 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

別 宮 弘 喜 多 医 師 会 病 院 大洲市徳森小鳥越２６３２－３ べ っ く 医 院 大洲市平野町野田３２２０－１ 平成２０年
１月１０日

� 橋 光 司 市 立 八 幡 浜 総 合 病 院 八幡浜市大平１－６３８ すずらんハートクリニック 八幡浜市若山２－８－２ 〃

毎週（火・金）曜日発行 第１９３８号 平成２０年２月１５日

平成２０年２月１５日金曜日 第１９３８号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１９７号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓機能障害 内 科 愛媛県立伊予三島病

院 波多野 誠 四国中央市中之庄町１６８４－２ 平成
３年８月３１日

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 山 中 栄 三 〃 平成

３年９月３０日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 寺 前 俊 樹 〃 平成
４年３月３日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓機能障害 内 科 〃 山 本 信 玄 〃 平成

４年３月３１日

視 覚 障 害 眼 科 〃 白 川 博 明 〃 平成
５年９月３０日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓・小腸機能障害 内 科 〃 加 藤 忠 彦 〃 平成

７年３月３１日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓機能障害 小 児 科 〃 相 原 由 香 〃 平成

１０年３月３１日

肢体不自由・心臓・呼吸器・ぼ
うこう又は直腸機能障害 外 科 〃 小笠原 悦 男 〃 平成

１２年３月３１日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓機能障害 小 児 科 〃 一 色 正 義 〃 〃

小 腸 機 能 障 害 外 科 〃 戸 田 大 作 〃 平成
１２年８月３１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 福 島 孝 〃 平成
１３年３月３１日

〃 外 科 〃 椿 雅 光 〃 平成
１７年３月３１日

〃 リハビリテー
ション科 〃 平 野 拓 志 〃 平成

１８年３月３１日

肢体不自由・心臓・呼吸器・じ
ん臓・小腸機能障害 内 科 〃 本 田 俊 雄 〃 平成

１９年３月３１日

肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害 〃 公立学校共済組合四

国中央病院 板 東 完 治 四国中央市川之江町２２３３ 平成
１９年１２月３１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２０２００２６３ 社会福祉法人今治福祉
施設協会

今治市南宝来町一丁目
９番地８ 本 宮 健次郎 共同生活介護 しおかぜ 今治市八町東５－６－

３１
平成２０年
２月１日

３８２０２００２６３ 社会福祉法人今治福祉
施設協会

今治市南宝来町一丁目
９番地８ 本 宮 健次郎 共同生活援助 しおかぜ 今治市八町東５－６－

３１
平成２０年
２月１日

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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�愛媛県告示第２０１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第６５条の規定に基づ

き、次のとおり指定自立支援医療機関の辞退の申出があった。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２００号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０６００２４１ 有限会社どうぜんサー
ビス 西条市吉田１１９９番１ 広 田 千恵子 居宅介護 有限会社どうぜんサー

ビス 西条市吉田１１９９番１ 平成１９年
１１月５日

３８１０６００２４１ 有限会社どうぜんサー
ビス 西条市吉田１１９９番１ 広 田 千恵子 重度訪問介護 有限会社どうぜんサー

ビス 西条市吉田１１９９番１ 平成１９年
１１月５日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ひらの薬局 大洲市平野町野田３１９８－２ 有限会社喜多調剤 平成２０年
２月１日

有限会社まつもと調剤薬局 八幡浜市大平１番耕地７７４－６ 有限会社まつもと調剤薬局 平成２０年
２月１日

若水ハロー薬局 新居浜市若水町１－７－１６ 有限会社えひめ保健企画 平成２０年
２月１日

名 称 辞退年月日

そうごう薬局清水店 平成１９年１２月３１日

マロン薬局 平成２０年１月１１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１５）第１５３３５号 平成１５年
６月１６日 寄本架設 寄本 浩幸 大洲市大洲８８０－７９ 平成２０年

１月４日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－１８）第１０３８６号 平成１８年
１２月２１日 �日野水道 日野 信之 松山市清住２－１０６６－４ 平成２０年

１月７日

土木工事業
管工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第１５８６０号 平成１７年
１２月７日 秋山工業� 秋山 周三 新居浜市東田１－甲１３００ 平成２０年

１月７日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１１０７５号 平成１７年
１２月２５日 生野組鉄工 生野 久義 今治市八町東３－５－１４ 平成２０年

１月９日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（特－１７）第１５８５９号 平成１７年
１２月５日 日興建設� 渡部 満徳 今治市菊間町浜１４５４－１ 平成２０年

１月９日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１２４３１号 平成１８年
１０月２８日 井上建築 井上 光久 伊予郡松前町大字北黒田

５７６－３
平成２０年
１月１０日

建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第７７４１号 平成１８年
１１月１４日 森建設� 森 豊 今治市玉川町龍岡上甲３６

３
平成２０年
１月１１日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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�愛媛県告示第２０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

（特－１７）第９６２７号 平成１８年
２月２０日 アイビー� 尾後 正樹 今治市桜井２－１－５０ 平成２０年

１月１１日

左官工事業
鉄筋工事業
板金工事業
ガラス工事業
防水工事業
熱絶縁工事業
建具工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１５）第１４０２１号 平成１５年
６月５日 �創建 粂野 律子 宇和島市高串１－５３７－

９
平成２０年
１月１１日

土木工事業
建築工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１１１７６号 平成１８年
６月２６日 �池原商会 池原 道夫 伊予郡松前町大字永田４４

３
平成２０年
１月１５日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１７）第９８０８号 平成１７年
５月２４日 徳森設備 東 龍喜 大洲市徳森２３２１－５９ 平成２０年

１月１６日
土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１０４２８号 平成１９年
２月１３日 �宏栄建材店 近藤 純二 今治市片山１－２－１４ 平成２０年

１月１７日
建築工事業
屋根工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１５８３４号 平成１７年
１０月２５日 �聖和建設 小川口 淳 西予市宇和町卯之町３－

５５７
平成２０年
１月１７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第７６４２号 平成１８年
５月２５日 道路開発� 松本真木雄 松山市東方町甲２０５８－１ 平成２０年

１月２１日
土木工事業
とび・土工工事業
塗装工事業

建設業の廃止

（特－１７）第４１３１号 平成１７年
１２月２５日 河野開発� 河野 禎司 喜多郡内子町立石２１０６ 平成２０年

１月２２日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第９１５３号 平成１８年
７月１４日 橋岡建設 橋岡 壯 八幡浜市保内町川之石１

－２３７－１２８
平成２０年
１月２２日 土木工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１７）第５９８２号 平成１７年
１０月３日 理研巧業� 吉見 敏幸 宇和島市坂下津甲３８１－

８５
平成２０年
１月２８日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１５）第１５４２９号 平成１５年
１０月１４日 �Ｍカンパニー 松森 孝行 松山市久万ノ台１８３－３ 平成２０年

１月２８日

土木工事業
建築工事業
大工工事業
左官工事業
とび・土工工事業
石工事業
屋根工事業
電気工事業
タイル・れんが・ブロツク
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
板金工事業
ガラス工事業
塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業
建具工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（特－１９）第１６１５６号 平成１９年
８月１日 越智電機産業� 越智 光孝 今治市常盤町５－１－４ 平成２０年

１月３０日 電気通信工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１１６０号 平成１９年
８月２日 西川建設� 佐々木寛人 北宇和郡鬼北町大字近永

６５７－２
平成２０年
１月３１日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂４２７９番４から

同町山鳥坂３８５６番まで
平成２０年２月１５日

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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公 告
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�愛媛県告示第２０６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業松前公共下水道（松前町施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和６３年２月３日

平成２６年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県伊予郡松前町大字筒井字砂流場、大字浜字西洲美吉

� 使用の部分

愛媛県伊予郡松前町大字筒井字砂流場

�������
�愛媛県告示第２０７号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第９条第

２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）

第２条第１項第４号に規定する数値を次のとおり定める。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

ネットワークシステム運用管理業務の委託

� 委託業務名及び数量

庁内ＬＡＮシステム運用管理業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準に基づき、所定の手

続きにより紙入札を承諾した場合を除き、入札書の提出、開

札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度のネットワークシステム運用管理業務の実

績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得る体制

が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜中村線
大洲市柴甲２０８番２から

同市八多喜町甲２８３９番３まで

旧 １０．２～２６．０
６．０～１６．４

０．０５８
０．０５２

新 １０．２～２６．０ ０．０５８

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第５６号

平成２０年２月４日
伊予郡松前町大字西古泉字小鯛１３６番６

松山市余戸南二丁目２２番１０号

増 田 忠 司

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

宇和島市和霊東
町二丁目 明 倫 １９ 中 耐 ０．８４４０

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課ネットワーク運営係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２０年３月２６日（水）午前９時か

ら平成２０年３月２７日（木）午後５時まで。

紙入札による場合は、開札の日時に開札の場所へ持参して提

出、若しくは平成２０年３月２７日（木）午後５時３０分までに�に
掲げる場所に郵送すること。

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年３月２８日（金）午後２時

愛媛県庁本館１階 企画情報部管理局情報政策課システム設

計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

電子入札による場合は、平成２０年２月１５日（金）午前９時

から平成２０年３月１９日（水）午後５時まで。

紙入札による場合は、平成２０年３月１９日（水）午後５時ま

でに３の�に掲げる場所へ持参して提出、若しくは郵送する
こと。

イ 郵便等による確認申請書の取扱い

郵便等により確認申請書を提出する場合は、平成２０年３月

１９日（水）午後５時までに、３の�に掲げる場所に必着のこ
と。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Operation management service for Administrative Affairs Local

Area Network，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２８March２００８

� For further information， please contact： Network

Management Section， Information Pol icy Divis ion，

Administrative Subdepartment，Planning and Information

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

ネットワークシステム運用管理・保守業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛情報スーパーハイウェイ運用管理・保守業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準に基づき、所定の手

続きにより紙入札を承諾した場合を除き、入札書の提出、開

札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度のネットワークシステム運用管理・保守業

務の実績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得

る体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課ネットワーク運営係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２０年３月２６日（水）午前９時か

ら平成２０年３月２７日（木）午後５時まで。

紙入札による場合は、開札の日時に開札の場所へ持参して提

出、若しくは平成２０年３月２７日（木）午後５時３０分までに�に
掲げる場所に郵送すること。

� 入札説明書の交付方法

�に揚げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年３月２８日（金）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画情報部管理局情報政策課システム設

計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

電子入札による場合は、平成２０年２月１５日（金）午前９時

から平成２０年３月１９日（水）午後５時まで。

紙入札による場合は、平成２０年３月１９日（水）午後５時ま

でに３の�に掲げる場所へ持参して提出、若しくは郵送する
こと。

イ 郵便等による確認申請書の取扱い

郵便等により確認申請書を提出する場合は、平成２０年３月

１９日（水）午後５時までに、３の�に掲げる場所に必着のこ
と。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Operation management and maintenance service for Ehime

Information Super Highway（Network System），１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，２８March２００８

� For further information， please contact： Network

Management Section， Information Pol icy Divis ion，

Administrative Subdepartment，Planning and Information

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県漁業取締船用燃料の購入（電子入札対象案件）

� 購入物品名及び予定数量

軽油（免税・ＪＩＳ Ｋ２２０４ ２号）

約４５７，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

� 納入場所

今治港、松山港及び宇和島港の愛媛県漁業取締船桟橋又は愛

媛県が指定する愛媛県海域

� 入札方法

入札金額は、１００リットル当たりの単価で記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 入札説明書に定める納入期間中に適正かつ確実に納入できる

体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号
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� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２０年３月１９日（水）の電子入札

システム稼動開始時刻（午前９時００分）から平成２０年３月２６日

（水）午後１時５９分まで。

紙入札方式による場合は、２�の証明書類提出後から平成２０
年３月２６日（水）午後１時５９分まで。

� 入札説明書の交付方法

� 入札情報公開システム

http：／／ebid―ppi．pref．ehime．jp／PPI＿P／

� �に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年３月２６日（水）午後２時００分

愛媛県総務部管理局総務管理課入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、別途定める期限まで

に提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札方式による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵

便に限る。）により提出すること。

� 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： Light

Oil（tax exempted，JIS K２２０４No．２）approximately４５７，０００L

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，２６March２００８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，General Administration Division，

General Affairs Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２０年２月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２０年２月１日 特定非営利活動法人 希望の風 武 田 政 勝 新居浜市萩生２８８３番地の２ この法人は、福祉や雇用・環境その他あらゆる
地域の諸問題で困り、また迷惑を被っている地
域住民に対して、行政や企業、そして学校等の
専門家や研究者との枠組みを超えた連携や連絡・
助言や相互援助を図り、各種の実態調査や情報
提供等を踏まえて真に実効性のある取り組みを
行い、今まで個別の活動のみでは救済されにく
かった人々の救済や支援を実現し、もってすべ
ての地域住民が健やかに暮らせる安全で環境に
やさしいまちづくりに寄与することを目的とす
る。

平成２０年２月１５日 発行

愛 媛 県 報平成２０年２月１５日 第１９３８号

１０３


